
引用記事 日経新聞 燃料油脂新聞 化学工業日報 ロイター

２０２2年　1　月　24　日　　担当　小松



引用記事 日刊建設工業 化学工業日報

２０２2年　1　月　24　日　　担当　小松

アスファルト値上げ、道路会社に要望
運送費高騰で販売会社の経営圧迫

道路舗装工事で使用するアスファルトの販売会社が、運送会社の燃料費高騰や人件費増加分の値上げを道路

舗装会社に要請している。上昇分の一部を販売会社が負担せざるを得ない状況が続いており経営を圧迫。十

分に価格転嫁されず廃業する運送会社も出てきた。こうした状況が続けば合材の安定供給に支障を来す可能

性がある。

　地域によってばらつきはあるものの、関東地区のアスファルト平均運賃は１トン当たり４０００～５００

０円。原油価格は前年の倍以上になり燃料費も急激に上昇した。乗務員の人件費増加なども含め３割程度の

値上げを要望している。

　アスファルト専門の運送会社は高齢化が深刻な問題で、５０代半ばが中心で若手入職者は極めて少ないと

いう。将来を見据えた車両の維持更新や働き方改革の推進、人材確保のためにも運賃引き上げは待ったなし

の状況にある。現状はアスファルト価格に転嫁できていない販売会社の経営も限界に達している。

　ある販売会社の幹部は「道路舗装会社もアスファルト合材価格の高騰分を顧客に転嫁できず厳しい状況は

理解できる」としつつも、「われわれも値上げを認めてもらえなければ死活問題だ」と切実な思いを吐露す

る。この状況が続けば運送会社を廃業に追い込むことにもなりかねない。アスファルトの安定供給のために

も粘り強く価格交渉を重ねていく考えだ。
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日建連会員／現場のＣＯ２削減率が着実に上昇／継続的な活動定着

　日本建設業連合会（日建連、宮本洋一会長）は、会員企業が施工段階で取り組んだ二酸化炭素（ＣＯ２）

の排出削減で、２０２０年度の調査結果をまとめた。施工高１億円当たりの原単位削減率は１９９０～２０

１３年度比で前年度から３・７～４・５ポイント上昇。現場での地道で継続的な削減活動の積み上げが定着

し、削減率が着実に高まっている。取り組みを継続し５０年のカーボンニュートラル達成に貢献する。

　調査は会員５２社が２０年４月～２１年３月に施工していた２２８７現場を対象に実施した。工種別内訳

は建築１１４９現場、土木１１３８現場。最低２カ月間以上の電力や灯油、軽油、重油の使用量を把握しＣ

Ｏ２排出量を集計した。

　２０年度のＣＯ２年間総排出量は３４９・９万トン（前年度４４８・８万トン）。工種別に排出量割合を

見ると、土木２８・５％、建築７１・５％だった。国のエネルギー基本計画と同じ調査基準年の１９９０年

度（ＣＯ２年間総排出量９５０万トン）と２０１３年度（４１１・３万トン）をベースにした削減率はそれ

ぞれ５８・４％（前年度比５・２ポイント上昇）、４・０％（１２・１ポイント上昇）。

　施工高１億円当たりの原単位排出量は、土木と建築を合わせた加重平均で２万６７４１キロ（前年度２万

８０８２キロ）。原単位ベースの削減率は、９０年度比が２６・１％（前年度比３・７ポイント上昇）、１

３年度比が９・６％（４・５ポイント上昇）となっている。

　日建連は、これまでの地道な省エネルギー活動や施工の効率化などが原単位削減率の継続的な向上につな

がっていると分析。東京五輪の関連需要が収束し、コロナ禍の影響もあった２０年度に施工高（１４兆７６

７１億円）が前年度比６・８％減となったことも関係しているとみる。

　日建連は昨年５月に公表した「建設業の環境自主行動計画（第７版）」で、原単位ベースのＣＯ２排出量

を３０～４０年度の早い時期に１３年度比で４０％減らし、５０年までに施工段階の排出量ゼロという目標

を設定している。当面は再生可能エネルギーや軽油代替燃料の事例集などを作成。施工に関連したサプライ

チェーン（供給網）全体の対策強化を促す。
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